
(単位:百万円)

          期  別

  科  目
% %

101,120 57.4 89,065 53.6 12,055
7,574 7,323
5,365 5,544
39,957 31,666
115 114

15,496 16,094
833 753
7,225 6,045
4,676 4,566
7,297 6,254
4,155 3,831
8,449 6,883
△ 26 △ 13

74,898 42.6 76,960 46.4 △ 2,062
26,827 15.2 28,493 17.2 △ 1,666
10,694 10,878
5,147 5,480
8,660 8,835
232 767
2,092 2,531
6,731 3.8 5,419 3.3 1,312
41,339 23.5 43,047 25.9 △ 1,708
7,909 12,963
20,089 18,880

9 12
2,203 2,090
2,852 1,112
8,225 6,615
2,258 2,344

△ 2,211 △ 971

176,019 100.0 166,026 100.0 9,993

比  較  貸  借  対  照  表

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

土 地

繰 延 税 金 資 産

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（投資その他 の資 産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産

(Ａ)-(Ｂ)

資     産     の     部

金  額 構成比

平成15年３月期(Ａ) 平成14年３月期(Ｂ)
(平成14年３月20日現在)(平成15年３月20日現在)

金  額 構成比

増   減

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

仕 掛 品

製 品

半 製 品

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 ・ 構 築 物

機 械 装 置

単 独単 独単 独単 独
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(単位:百万円)

          期  別

  科  目
% %

94,682 53.8 84,611 51.0 10,071

3,517 3,154

29,804 22,354

48,518 45,584

7,208 8,789

86 86

5,546 4,641

51,584 29.3 50,494 30.4 1,089

10,000 10,000

15,000 15,000

8,716 11,313

17,868 14,181

146,266 83.1 135,105 81.4 11,161

15,540 8.8 15,540 9.4               -

14,749 8.4 14,749 8.9               -

14,749 14,749

△ 750 △ 0.4 △ 1,420 △ 0.9 670

2,732 2,732

379 397

4,835 4,835

8,697 9,386

(670) (△ 10,323)

255 0.1 2,059 1.2 △ 1,803

△ 43 △ 0.0 △ 9 △ 0.0 △ 34

29,752 16.9 30,920 18.6 △ 1,167

176,019 100.0 166,026 100.0 9,993

負     債     の     部

流 動 負 債

支 払 手 形

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

長 期 借 入 金

転 換 社 債

買 掛 金

金  額 構成比 金  額

平成15年３月期(Ａ) 平成14年３月期(Ｂ)
(平成15年３月20日現在) (平成14年３月20日現在)

構成比 (Ａ)-(Ｂ)

増   減

未 払 費 用

別 途 積 立 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

資 本 準 備 金

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

社 債

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

負 債 合 計

資     本     の     部

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

当 期 未 処 理 損 失

（ う ち 当 期 純 損 益 ）

資 本 合 計

単 独単 独単 独単 独
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(単位:百万円)

           期  別

  科  目
% %

売 上 高 126,561 100.0 113,474 100.0 13,086

売 上 原 価 99,608 78.7 93,461 82.4 6,147

販売費及び一般管理費 26,941 21.3 28,576 25.2 △ 1,635

10 0.0 △ 8,563 △ 7.5 8,574

5,235 4.1 4,122 3.6 1,113

受 取 利 息 ・ 配 当 金 4,297 2,808

雑 収 益 938 1,313

1,455 1.1 1,401 1.2 53

支 払 利 息 1,160 1,121

雑 損 失 294 279

3,791 3.0 △ 5,843 △ 5.1 9,634

  

6,205 4.9 4,201 3.7 2,003

9,867 7.8 15,872 14.0 △ 6,004

固 定 資 産 廃 却 損 176 93

投 資 有 価証 券評 価損 1,432 3,890
退職給付会計基準変更時
差 異 償 却 4,663 5,214

そ の 他 3,595 6,673

128 0.1 △ 17,513 △ 15.4 17,642

102 141

△ 644 △ 7,332

670 0.5 △ 10,323 △ 9.1 10,993

△ 9,368 936

8,697 9,386

税 引 前 当 期 純 損 益

経常利益（△経常損失）

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益

構成比 (Ａ)-(Ｂ)金  額

自平成14年３月21日
至平成15年３月20日

比  較  損  益  計  算  書

構成比 金  額

平成15年３月期(Ａ)
自平成13年３月21日
至平成14年３月20日

増   減
平成14年３月期(Ｂ)

営業利益（△営業損失）

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 損 益

前 期 繰 越 利 益
（ △ 前 期 繰 越 損 失 ）
当 期 未 処 理 損 失

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

単 独単 独単 独単 独
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単単単単    独独独独    

重要な会計方針 

 
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法    
① 子会社株式及び関連会社株式 －－－－－－－－－－  移動平均法による原価法 

 ② その他有価証券出資金   
時価のあるもの－－－－－ 決算日末の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算
定） 

         時価のないもの－－－－－ 移動平均法による原価法 
 
(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  ① 評価基準  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－  原価法 
  ② 評価方法   
     製            品      注文品  －－－－－－－－－  個別法 
                           標準品  －－－－－－－－－  半期総平均法 
     半 製 品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 
     仕 掛 品          －－－－－－－－－－－－－－－  個別法 
     原材料・貯蔵品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 

 
(３) 固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産 

  ① 中間工場－－－－－－－－－－－   定額法によっております。 
  ② 上記以外－－－－－－－－－－－   定率法によっております。 
                                      なお、建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっております。 
無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年） 
に基づく定額法を採用しております。 

 
(４) 引当金の計上基準 
① 退職給付引当金 －－－－－－－－ 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ 
                  る退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上し
ております。 

                       会計基準変更時差異については、５年による按
分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従 
業員の平均残存勤務期間による按分額を翌会計
年度より損益処理しております。 

 
  ② 貸 倒 引 当 金        －－－－－－－－ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については債権の実情に応じて個
別の引当額を計上しております。 

            
(５) リース取引の処理方法 －－－－－ リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れているもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。 

 
 
(６) ヘッジの会計処理   
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単単単単    独独独独    
為替予約   －－－－－－ 振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理 

                  を採用しております。 
金利スワップ －－－－－－ 特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理 
              を採用しております。 
 

(７) 消費税等の会計処理 －－－－－ 税抜き方式によっております。 
 
(８) 当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用
しております。これによる当期の損益に与える影響はありません。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、 
  改正後の財務諸表等規則により作成しております。               
 
(９) 当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期 
   純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準の適用指針第４号）を早期適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 
 
 
（追加情報） 

 
（１） 厚生年金基金の代行部分の返上 
     当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、 
     平成15年1月17日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
     当社は「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号)第47－2項に定める経過措置を適用し、当該認可の
日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したも
のとみなして処理しております。
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単単単単    独独独独    
 

 
 
(１) 子会社に対する短期金銭債権      20,303  百万円   
                   長期金銭債権        2,960   百万円   
                   短期金銭債務        5,857   百万円   
 
(２) 自己株式の数                    136,791   株（前期  18,110株） 
 
(３) 有形固定資産の減価償却累計額     46,838   百万円（前期 46,664百万円） 
 
(４) 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な資産 

として電子計算機があります。 
 
(５) 保証債務（保証予約を含む）            6,233  百万円（前期 6,851百万円） 
 
(６) 受取手形割引高                      11,157  百万円（前期 7,469百万円） 
 
(７) 特別利益は、工場収用益 3,168百万円および子会社株式売却益1,121百万円、 
  投資有価証券売却益 1,611 百万円であります。 
 
(８) 特別損失のその他は、事業構造改善費用 2,214百万円（内訳 貸倒引当金繰入額 

1,155百万円、生産子会社への転籍に伴う割増退職金 842百万円、拠点集約費用 74
百万円、等）、品質補償費 424百万円、等であります。 

 
(９) １株当たりの当期純利益               2円89銭（前期 △44円49銭） 
 
(10) 子会社との取引高         売上高      34,464  百万円  
                              仕入高      12,805  百万円  
                営業取引以外の取引高       6,685  百万円  
 
(11) 記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
           貸借対照表計上額     時  価       差  額 
  子会社株式       824 百万円      4,713 百万円    3,889 百万円 
  関連会社株式     － 百万円      －  百万円       － 百万円 
 
 

有価証券に関する注記 

貸借対照表及び損益計算書の注記
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(単位：百万円）

摘       要 平成15年３月期 摘       要 平成14年３月期

当 期 未 処 理 損 失 　　　　　　８，６９７ 当 期 未 処 理 損 失 　　　　　　９，３８６

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　　　３７９ 圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　　　　１８

別 途 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　４，８３５ 別 途 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　　　　　－

利 益 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　２，７３２ 利 益 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　　　　　－

資 本 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　　　７５０ 資 本 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　－

計 　　　　　　８，６９７ 計 　　　　　　　　　１８

次 期 繰 越 損 失 　　　　　　　　　　－ 次 期 繰 越 損 失 　　　　　　９，３６８

損　失　処　理　案

単 独単 独単 独単 独
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（リース取引関係） 単独

１ １

(1) (1)

(単位：百万円) (単位：百万円)
取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

2,233 1,413 820 2,372 1,416 955

22 14 8 44 32 12

731 442 288 836 501 334

2,987 1,869 1,117 3,253 1,950 1,302

(注) (注)

(2) (2)

474 百万円 527 百万円

643 　〃 775 　〃

1,117 百万円 1,302 百万円

(注) (注)

(3) (3)

588 百万円 657 百万円

588 　〃 657 　〃

(4) (4)

２ ２

281 百万円 284 百万円

3,316 　〃 3,597 　〃

3,597 百万円 3,882 百万円

　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。

減価償却費相当額

支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料

減価償却費相当額

　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に
よっております。

未経過リース料

無形固定資産

 平成１４年３月期

（自　１３年３月２１日

　　至　１４年３月２０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額

有形固定資産

(工具,器具　及び備品)

１年超

合計

１年超

合計

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

(工具,器具　及び備品)

有形固定資産

無形固定資産

合計

 平成１５年３月期

（自　１４年３月２１日

　　至　１５年３月２０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

合計

(ソフトウェア)

　オペレーティング・リース取引 　オペレーティング・リース取引

１年以内

１年超

未経過リース料

１年以内

１年超

減価償却費相当額の算定方法

合計

支払リース料及び減価償却費相当額

減価償却費相当額の算定方法

支払リース料

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に
よっております。

　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。

(その他)

　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。

１年以内

(その他)

(ソフトウェア)

合計

未経過リース料期末残高相当額

１年以内
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(A)-(B)
(B)

  

 

 

14年３月期（Ｂ） 
自平成13年３月21日
至平成14年３月20日

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル 51,561 40.7

業  績  の  推  移

金 額 構成比

15年３月期 (Ａ)
自平成14年３月21日
至平成15年３月20日

 

37.4 35.3

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション 35.044,225

シ ス テ ム
エンジニアリング 29,462

33.4

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション
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